
 
新潟市「ゼロカーボンシティにいがた 2050 ロゴマーク」の使用に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，「ゼロカーボンシティにいがた 2050 ロゴマーク」（以下、「ロゴマーク」と 

いう。） を使用する場合の取扱いに関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（ロゴマークの使用目的） 

第２条 ロゴマークは、2050 年までに二酸化炭素排出を実質ゼロとする「ゼロカーボンシティ」

の実現を市民、法人その他団体等（以下「市民等」という。）、市域一丸となって目指すための

シンボルとして作成したものである。環境問題の解決のみならず、地域経済の活性化や快適性

の向上など、副次的な効果をもたらし、経済・社会的な地域課題の解決にも貢献し得る地域脱

炭素をできるだけ早期に実現すべく、市民等の機運醸成を図るために使用するものである。 

 

（使用の基準） 

第３条 ロゴマークを使用しようとする市民等（以下、「使用者」という。）は、「ゼロカーボン

シティ」の実現に資する取り組みや、実践例などを発信する場合、ロゴマークを使用すること

ができる。 

 

 （使用の制限） 

第４条 前条の規定に関わらず、使用目的又は使用方法が次の各号のいずれかに該当するときは、

ロゴマークを使用できない。 

（１）法令及び公序良俗に反するもの又はそのおそれがあるもの 

（２）人権侵害となるもの又はそのおそれがあるもの 

（３）政治性又は宗教性のあるもの 

（４）社会問題についての主義主張に係るもの 

（５）景観又は風致を害するおそれがあるもの 

（６）公衆に不快の念を抱かせ、又は危害を与えるおそれがあるもの 

（７）青少年の健全育成にとって有害であるもの又はそのおそれがあるもの 

（８）ロゴマークの使用によって誤認又は混同を生じさせるおそれがあるもの 

（９）前各号に掲げるもののほか、ロゴマークの使用上適当でないと市長が認めるもの 

２ 使用者が次の各号のいずれかに該当する場合は、ロゴマークを使用できない。 

（１）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条

第１項に規定する風俗営業又はこれに類似する業種のもの 

（２）賃金業法（昭和５８年法律第３２号）に規定する業種のもの 

（３）債権取立て、示談引き受け等に関する業種のもの 



 
（４）たばこに関するもの 

（５）ギャンブルに係るもの 

（６）法律の定めのない医療類似行為を行うもの 

（７）占い、運勢判断等に関するもの 

（８）興信所・探偵事務所等 

（９）法律等に定められた許可等を受けることなく業を行うもの 

（１０）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）に規定する

暴力団及び特殊結社団体等又はそれらの関連事業者 

（１１）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）及び会社更生法（平成１４年法律第１５４号）

による再生又は更生の手続中の事業者 

（１２）法令等に違反しているもの 

（１３）行政機関からの行政指導を受け、改善をしていないもの 

（１４）前各号に掲げるもののほか、ロゴマークの使用者として適当でないと市長が認めるもの 

 

（使用の届け出） 

第５条 営利・非営利を問わず、使用に際しての届け出は不要とする。 

 

（経費等の負担） 

第６条 市長は、使用者がロゴマークの使用に関して負担した一切の費用を負担しない。 

 

（遵守事項） 

第７条 ロゴマークの使用にあたっては、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（１）「ロゴマーク使用マニュアル」を遵守すること。 

（２）ロゴマークの一部を使用する、縦横比率を変更するなど、著作者人格権を侵害しないこと。

二次的創作物を制作する場合においても同様とする。 

（３）ロゴマークを商品名の全部及び一部として使用することはできないものとする。 

 

（使用料） 

第８条 ロゴマークの使用料は無料とする。 

 

（改善指導及び使用差し止め） 

第９条 市長は、ロゴマークの使用が本要綱に反すると認められるときは、使用者に対し、改善

を指導することができる。改善が見られない場合は、使用を差し止め、使用者に対し、物品等

の回収等の措置を請求することができる。この場合、使用者に損害が生じても、市長はその責

めを負わないものとする。 



 
 

（責任の所在） 

第１０条 市長は，ロゴマークの使用に起因する損失補償等について、一切の責任を負わない。 

２ 使用者は、ロゴマークを使用した物品等の瑕疵により第三者に損害を与えた場合は、これに

対し全責任を負い、新潟市に迷惑を及ぼさないよう処理するものとする。 

３ 使用者は、ロゴマークの使用に際して、故意又は過失により新潟市に損害を与えた場合は、

生じた損害を新潟市に賠償しなければならない。 

 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、ロゴマークの使用に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和４年１２月１日から施行する。 


